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平成１６年６月９日 （水曜日） 06月09日－01号 

◎ 知事（平山征夫君） 

　次に､今議会で提案しております議案28件について説明申し上げます｡
　第87号議案は､一般会計補正予算でありまして､総額１億1,294万7,000円の追加補正についてお諮りいたしました｡
　今回の補正予算は､朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故に伴い､損害賠償請求等に係る経費や､利用者の安全確保を最優先に考え､入江側及びアトリウム前の両デッキを補強するための設計等に係る経費を計上するほか､万景峰92号の入港に関連して､安全対策のための経費を計上したところであります｡
平成１６年６月１１日 （金曜日） 06月11日－02号 

◆ 長津光三郎君
　最後の５番目に､朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故賠償問題についてお尋ねをいたします｡
　このたび県は､朱鷺メッセ落下事故に関して､工事関係６業者に総額約９億円の損害賠償を求め提訴する方針を固め､今定例会に議案を提案されております｡そこで､このたび提訴に踏み切るに至った県の基本的なお考えを､まずお伺いいたします｡
　さて､訴訟となれば長期化することは必至であり､知事も定例記者会見で､復旧等については､訴訟とは別な問題として考えると言われております｡いつまでも今の状況のまま放置するわけにはいかないものと考えるところでありますが､２月定例会において知事は､復旧については､県の厳しい財政状況や利用者ニーズ､さらには本議会での議論や関係者の意見などを踏まえて最終的に判断したいと答弁されておられますが､その時期はいつごろを考えておられるのか､お伺いをいたします｡
　また､入江側及びアトリウム前のデッキの補強についてでありますが､県は実施工事者に対して瑕疵担保責任を求めて交渉しているところと承知いたしておりますが､その交渉の状況と今後の見通しについてお伺いをいたします｡
　あわせて､交渉が継続中という状況にもかかわらず､今回の補正予算に入江側及びアトリウム前デッキの補強予算を計上された理由は何なのか､お伺いをいたします｡
　また､補正予算に計上されているのは設計費のみとなっておりますが､今後の補強工事についてはどのようなお考えでおられるのか､その見通しについてお伺いをいたします｡
◎ 知事（平山征夫君） 

　次に､朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故についてお答えしたいと思います｡
　まず､落下事故に伴う損害賠償請求に関する県の基本的な考え方でありますが､事故調査委員会等の調査結果に基づき､事故に責任があるとされた設計者や施工者等関連者に対し､デッキの当初建設費用や応急対策費用等､県がこうむった損害の賠償を求めてきたところでありますけれども､応諾が得られなかったため､やむを得ず提訴することとした次第であります｡
　県といたしましては､今後､裁判を通じまして関係者の責任を明らかにし､損害賠償請求の実現を図っていく考えでございます｡
　次に､連絡デッキの復旧方針の判断時期ということでありますけれども､私といたしましては朱鷺メッセが２階を主動線として計画された施設でありますことから､最初の計画どおり復元することが基本であるというふうに考えておりますけれども､厳しい財政状況､議会での議論､利用者ニーズや関係者の御意見等を踏まえて判断する必要があるというふうに考えますので､利用者ニーズを把握するため､必要なアンケート調査､あるいは利用動線の調査を実施いたしまして､９月定例会までには決定をしたいというふうに考えております｡
　次に､入江側及びアトリウム前の両デッキの補強交渉の状況等についてでありますが､現在､施工者と交渉中でありまして､詳細については明らかにできませんけれども､施工者は話し合いによる解決を望んでおりますので､県といたしましてもさらに交渉を進めていきたいというふうに考えております｡
　また､補強設計費の予算計上ということですけれども､両デッキにつきましては､事故調査委員会から長期的な安全性には問題があり､速やかに補強を実施する必要があるというふうに指摘されておりますことから､施工者と交渉を継続中ではありますけれども､早期の補強に着手するため､補強設計を行うこととした次第であります｡
　なお､予算計上いたしました補強設計費につきましては､当該デッキの設計者等に請求する考えでございます｡
　次に､補強工事の見通しでありますけれども､補強設計については７月から11月にかけて実施する予定でありまして､設計終了後速やかに補強工事に着手したいというふうに考えております｡
　補強工事につきましては､引き続き施工者にその実施を求めていくこととしておりまして､交渉の進展や補強設計の内容にもよるわけでありますけれども､できるだけ早期の補強完了を目指してまいりたいというふうに考えております｡
◆ 米山昇君  

　連絡デッキ落下事故の損害賠償請求について伺います｡
　この６月定例会の補正予算の中で､設計施工管理業者６社に対し､建設費など総額約９億円の賠償を求める2,420万円の損害賠償請求訴訟費用が計上されていますが､訴訟をされた経緯について伺います｡
　また､多少の不便はあっても､連絡デッキがなくても我慢できるものであれば､連絡デッキはつくる必要はないように思いますが､連絡デッキがないことによる支障について伺います｡
　連絡デッキ建設は賠償金をもってするという方針で建設するのであれば､恐らく裁判が長引く可能性もあるわけで､連絡デッキの建設は当分の間はできないと考えられますが､建設と訴訟の関係について伺います｡
◎ 知事（平山征夫君） 

　次に､朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故の損害賠償請求等についてでありますが､さきにお答えしましたとおり､関係者に対して県がこうむった損害の賠償を求めてきたところでありますけれども､応諾が得られなかったため､やむを得ず提訴することとした次第であります｡
　また､連絡デッキがないことによる支障につきましては､デッキが歩行者と車両の動線を分離し､地区内の各施設を２階レベルで連結するものでありますことから､デッキの落下によりまして歩行者が車道を横断することを余儀なくされておりますし､特に､悪天候時や交通の混雑時に朱鷺メッセや佐渡汽船などの利用者､障害者の方や高齢者の方には大変な御不便をおかけしているというふうに認識しております｡
　また､デッキ建設と訴訟の関係でありますけれども､落下事故による損害賠償請求は､デッキを復旧するか否かにかかわらず関係者に対し責任を問うものでありまして､デッキ復旧の必要性の議論とは別の問題として認識しておりますけれども､仮にデッキを復旧することになれば､結果的には賠償金がその財源となるものというふうに考えております｡
平成１６年６月１５日 （火曜日）06月15日－04号 

◆ 青木太一郎君 

　次に､朱鷺メッセに係る幾つかの問題点について､港湾空港局長にお伺いいたします｡
　朱鷺メッセの連絡デッキ落下事故は､関係者のみならず県民のすべての人たちに大きなショックを与えた事故であります｡建設中に屋上からのクレーン脱落事故があり､そして連絡デッキ落下事故｡
　朱鷺メッセから世界に発信｡国際交流の拠点､経済の活性化を目的に｡港を核にしたウオーターフロント､信濃川に入る都市機能の施設｡この朱鷺メッセからの最初のメッセージは連絡デッキ落下事故であります｡何とふがいないというか､初めから俗な言葉で言うならば､けちのついた施設になってしまったようであります｡
　二度あることは三度あるという言葉もありますので､港湾空港局も新局長､新副局長と体制も変わったことでもありますから､これから引き続く問題の対応の腹構えといいますか､心構えといいますか､県民が理解できる対応､処理､解決を望むものであります｡
　県民の税金を数百億円投資した施設が､オープンして間もなく連絡デッキ落下事故｡全国ニュースで連日テレビ放映され､恥をかいた最大の被害者は県民であります｡新潟弁で言うと､｢落下したまんまの見場の悪いもん早うどうにかせいや｣､そんな声が多く聞かれて､裁判がどうなの､設計がどうなの､施工業者がどうなの､責任がどうなのと騒いでいることよりも､いち早く復旧することを望んでいると思うのであります｡
　そこで､県民の幾つかの疑問点､生の声を代弁してお聞きしたいのであります｡
　まず､裁判への訴えの件であります｡
　訴えの提起に当たっては､県民に対する説明責任を十分果たす必要があると思いますが､県民は何でそんなにこじれているのか､県なり業者なりに素朴な疑問を持っております｡
　私は､県が裁判にかけるからには､原因究明が完了し､県が裁判に勝てるということだと､当然考えるのが一般的な常識と考えております｡去る６月10日には､設計業者側が耐力試験を実施しており､問題がないと言っております｡
　このような状況で､県は事故調査委員会の報告により､原因究明が完了しているとの考えから､損害賠償請求訴訟を行うものと理解してよいのか､まずお伺いいたします｡
　また､県が訴える６者に法的責任があるから損害賠償請求を行おうということだと思いますが､その根拠となる法律､条項について､あわせてお伺いしたいと存じます｡
　それから､賠償金のことでありますが､損害賠償請求額は６者それぞれの責任に応じて負担することになるのか｡その場合､各社ごとに損害賠償請求額が幾らになるのか｡また､その額が妥当であるという根拠と金額の算出の方法についてもお尋ねいたしたいと存じます｡
　さて県は､建築基準法で定められた計画通知を機能させなかった点､構造計算書を審査できる体制を整えなかった点において､落下事故に関して大きな責任があることから､去る２月定例会で県は計画通知を行う際に構造計算書のチェックがないなど､安全確認行為を怠ったとの答弁がありました｡
　また､落下事故により､知事みずからの給与を20％削減２カ月､副知事も20％削減１カ月､平成12年当時の万代島再開発課長を減給１カ月､その他の職員２人も文書訓戒とする処分を行ったことは､県も事故に対して一定の責任があると認めたから処分ということをしたと理解できるわけでありますから､６者だけに損害責任を科するものではなく､県も当然負担すべきと思いますが､見解をお聞きしたいと存じます｡
　次に､補修責任の問題でありますが､入江側､アトリウム前デッキについて､県は施工者に対し瑕疵担保責任に基づく修補を請求しておりますが､なぜ瑕疵担保責任を課するのか､私はいま一つ釈然としない部分があります｡このことについて､わかりやすく具体的な説明と明快な見解をお伺いしたいと存じます｡
　次に､瑕疵担保責任と工事指名停止の関連についてお聞きしたいと存じます｡
　２月定例会において､｢瑕疵担保責任に応じたことにより､直ちに指名停止などの措置が発生することになるとは必ずしも考えていない｣という前局長の御見解がありましたが､その理由について新局長からもう一度お聞かせいただきたいと存じます｡
　次に､工事延伸に伴う延滞金の返還請求のことでありますが､施工会社からの工事延伸に伴う延滞金の返還請求に対して､県は去る６月９日にこれを拒否する旨回答をしたと聞いております｡
　そもそも県は､平成13年３月30日付で公文書で工事の延伸を承認し､同じく同日付で違約金612万6,208円を請求しているわけでありますから､通常の例からいいますと延滞金を徴収する理由はないと私は考えております｡このたびの施工会社からの返還請求を拒否した根拠について､お伺いしたいと存じます｡
　さて､去る11日の代表質問で､朱鷺メッセの経済波及効果が年間に261億円と試算され､知事はおおむね順調との見方を示されました｡５年後には304億円の経済波及効果を見込んでいるということであります｡
　私は､若干楽観的な数値ではないかと思っております｡それは､オープン時に集中して人出があったことで､これからは役人的な発想ではない集客イベントに相当力を入れないと､目標達成は難しいと考えております｡
　そこで､最も関係が深い朱鷺メッセを管理運営する新潟万代島総合企画株式会社について､２点お聞きしたいと存じます｡
　まず､局長から新潟万代島総合企画の起業目論見書では開業５年目で累積赤字が解消すると見込んでいるようでありますが､平成15年度の収支状況はどのようになっているのか､まずお伺いいたします｡
　次に､知事に派遣職員のことについて､御所見を承りたいと存じます｡
　新潟万代島総合企画は営利法人であり､株式会社であります｡私は､公益法人等派遣法に基づき､６人の県職員が一たん県を退職して派遣されている現状にいささか疑問を持っております｡同社の幹部は県職員のＯＢの方々で構成されており､現職時代に人事を含め管理部門畑のキャリアの豊富な人材が運営に当たられておられます｡
　このような環境で､業務内容からして本来の行政業務を行うべき県職員を派遣することが､適切なこととは考えられず､県職員の給与をそのまま支給してはむしろ高い人件費となり､同社の経営を圧迫していくものと思っております｡
　したがって､株式会社は出資率がどうあろうと独立採算の企業でありますから､県におんぶにだっこのような体質をつくっているような会社であっては､安易に５年をめどに黒字に転換するというのは､人件費抜きでの理論のように思われて仕方がありません｡
　株式会社の性格として､経営基盤を確立するには､県の人事異動によってその会社がゆだねられるようであってはならないと思うのであります｡公益法人ではないわけでありますから､株式会社であることを認識し､貴重な税金で採用されている県職員を早期に引き揚げるべきと考えておりますが､知事の御所見をお伺いしたいと存じます｡
　次に､産業労働部長に財団法人にいがた産業創造機構についてお聞きしたいと存じます｡
　朱鷺メッセに入居している財団法人にいがた産業創造機構は､具体的に何をやっておるのか､なかなか見えてこないようであります｡
　先般､私ども特別委員会で視察した東大阪市のものづくり支援拠点｢クリエーション・コア｣では､民間企業と共同開発した成果を展示するなどして､個性的な製品の全国に向けた宣伝の発信基地として真剣に取り組んでおられるようであります｡
　機構についても､中小企業の助成や補助､企業相談も大事なことでありますが､独自の発想で､全国的な評価がなされる企画や業界を引っ張っていくリードオフマン的な人材を確保し､積極的取り組みを期待しているところでありますが､機構の平成15年度の成果とその実績についてお伺いしたいと存じます｡
　さて､機構には26人もの県職員が派遣され､幹部については､県の産業労働部の要職出身者で固めているのが現状であります｡官の知恵・民の知恵､この一体化が未来のベンチャービジネス等を引き出す要因ともなり､次代を担う産業の育成・支援に総合的に取り組むことになると思います｡
　したがって､官の主導型から民の移譲型に移行すべきであり､先ほど新潟万代島総合企画の職員派遣でも申し上げましたが､県職員の人事異動の一環として職員は必ずしも適材適所の人材が派遣されるとは限らず､今後は､民間出身の職員の比率を高めるべきと思いますが､御所見をお伺いしたいと存じます｡
◎ 知事（平山征夫君）
◎港湾空港局長（森川雅行君）
　朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故の原因究明と損害賠償請求訴訟についてでありますが､第三者機関として設置いたしました各専門分野の有識者から成る事故調査委員会において事故原因が究明されたところであり､県といたしましては､この事故調査委員会の調査結果などに基づき､このたび関係者に対して県がこうむった損害の賠償を求め､提起することといたしたものでございます｡したがいまして､県といたしましては､事故原因は究明済みであると考えております｡
　次に､６者に対する損害賠償請求についてでありますが､事故調査班報告によれば､事故について設計､工事監理､施工の関係６者のいずれにも責任があると考えられることから､民法第719条の共同不法行為責任の規定に基づき提訴することを基本と考えておりますが､提訴に当たりましては､さらに法律構成について弁護士と協議することとしております｡
　次に､各者ごとの損害賠償請求額等についてでありますが､このたびの損害賠償請求訴訟の提起は､関係の６者に対し､共同不法行為責任を基本に県がこうむった損害全額について連帯して賠償することを求めるものであります｡したがいまして､県が､各者に対し個別に賠償額を算定して請求を行うものではございません｡
　次に､損害に対する県の負担についてでありますが､落下事故に関しては建築行政を執行する県が､みずから設置した構造物に対して､安全確保上必ずしも十分なチェック体制や手続をとっていなかったことなど県の対応に問題があると認められるものの､落下事故の直接の責任は事故調査委員会や調査班の報告書によれば県にはなく､損害について県が負担する必要はないものと考えております｡
　なお､知事及び副知事は､施設の設置者､行政の責任者として県民に対し責任を明らかにしたものでありますし､職員については事務処理に適正を欠いたことから処分がなされたものであり､損害賠償とは別の問題であると考えております｡
　次に､入江側及びアトリウム前の両デッキの瑕疵担保責任についてでありますが､両デッキについては事故調査委員会報告書により､斜材ロッド定着部の長期耐力が不足していると指摘されており､両デッキが引き渡し後２年以内で建設工事請負基準約款第41条の瑕疵担保責任の存続期間にあることから､弁護士とも協議の上､瑕疵担保責任を問い得るとの判断から施工者に対し瑕疵修補を求めているものであります｡
　次に､延滞金の返還請求についてでありますが､施工会社から工事期間内に履行できない旨のてんまつ書の提出があり､その履行遅延期間に応じた延滞金が支払われておりますことから､県といたしましては､施工会社からの返還請求に応ずる理由はないものと考えております｡
　次に､万代島総合企画株式会社の平成15年度の収支状況についてでありますが､同社から､当初の予想を大幅に上回り､おおむね２億5,000万円近くの黒字決算が見込まれると聞いております｡
平成１６年６月２５日 （金曜日）06月25日－05号
◆柄沢正三君
　建設公安委員会における付託案件の審査経過並びに結果について､御報告申し上げます｡
　まず､土木部関係として
　１､公共施設の耐震対策に関連して､
　県営住宅については､昭和56年の新耐震基準施行後に建設された住宅では､耐震設計に十分配慮されているが､それ以前に建設された住宅においては建てかえや改修が必要であるため､計画的に改善を進めてはいるものの､いまだに未改修の住宅があるので､住民が安全に安心して暮らすためにも早急な改修に一層取り組むべきとの意見｡
　県で管理する橋梁については､平成20年度の完了を目標に順次耐震対策を進めているが､現下の厳しい県財政の影響に加え､阪神・淡路大震災を契機とした直下型地震への対策が追加されたことから､耐震対策のおくれが懸念されるので､住民の安全・安心と交通確保に向けた一層の整備に努めるべきとの意見｡
　２､建設業の新分野への進出については､平成15年度において新規に建設産業構造改善・新分野進出支援事業を立ち上げ､新分野・新市場の開拓や進出などの支援を行っているものの､企業の資金力の不足やリスクが大きいなどの理由により､十分な成果が上がっていないので､今後成長が見込まれる福祉・介護を初めとする新分野への進出が行われるよう､さらなる支援に努めるべきとの意見｡
　３､県内の公共工事設計労務単価については､決定のもととなる公共事業労務費調査において､主要11職種の単価が全国で46番目と低い状況なので､本県だけが低いことのないよう公共工事の受注機会の確保に努めるとともに､公共事業労務費調査が正確に行われるための業界団体等に対する指導に一層取り組むなど､適正な水準の確保に努めるべきとの意見｡
　４､鳥屋野潟南部開発については､４つのゾーンを設けてそれぞれ整備を進めることとしているが､現下の厳しい社会情勢の中で整備が進展していないゾーンもあるので､長期的な視点による計画的な開発を誘導していくためにも､地元住民などの意見を踏まえ､周辺の土地利用の見直しなどを含めたそれぞれのゾーンのあり方を検討すべきとの意見｡
　次に､港湾空港局関係として
　１､朱鷺メッセ連絡デッキの復旧方針の決定に当たっては､利用者ニーズのアンケート調査や利用動線の調査などを実施し､本年の９月定例会までに決定することとしているが､調査結果や厳しい財政状況などを踏まえた的確な判断が必要と思われるので､十分な議論と検討を行った上で慎重に判断されたいこと｡
　２､港湾施設の保安対策に当たっては､改正ＳＯＬＡＳ条約に対応した国際船舶・港湾保安法に基づき､７月までに県内の港湾において立入制限区域にフェンスやゲートを設置し､年度内に監視カメラを設置することとしているが､これまで自由に釣りなどを楽しむことができた岸壁などの一部が立入禁止になることから､条約や法律の趣旨を含めて理解と協力が必要と思われるので､県民への周知の徹底を図るべきとの意見｡
